平成２４年度　高知県雇用対策本部会議の概要
平成２５年２月２７日（水）
　11：00～11：45
第二応接室

【開会】
副本部長（商工労働部長））
只今から平成２４年度雇用対策本部会議を開催いたします。

　最初に本部長であります知事からごあいさつ頂きたいと思います。
【本部長あいさつ】

本部長（知事））
本日は高知県雇用対策本部会議にお集まりいただきましてお疲れ様でございます。
櫻井局長含め、高知労働局の皆様方にご出席を賜りましたことを、心から御礼を申し上げます。いろいろと大変お世話になっております。
本県の雇用情勢でございますが、有効求人倍率、現在直近の数字でいきますと0.6という数字でございます。これをどう評価するかということでございますが、一つ歴史的にみますれば、本県の有効求人倍率はずっと0.4～0.5台でとどまってきたところでございまして、　　

言わば平成元年くらい以来の高い水準で推移しているということは言えようかと思います。
しかしながら、まず第一に0.6という水準、これでは、まだまだ低いということで、もっと高い水準を目指していかなければならないということが第一、そしてもう一つ、おそらく全国的な景気の低迷には連動していることとは思いますけれども、有効求人倍率、この１年くらいこの0.6台で足踏みをしている。もうひとつ、三点目でいけば、まだまだ非正規雇用の割合が多いという問題があるわけでございます。更なる雇用対策の強化に取組みを進めていかなければならないという認識でございます。
産業振興計画を推進していく、それによって雇用全体の底上げを図っていくことが非常に重要なポイントかと思っています。産業振興計画を始めて1年経ったころから求人数が伸び始め、39ヶ月にわたりまして、連続して求人数自体前年を上回るという状況が続いてきているわけでありまして、一定、産業振興計画の効果も出ておるのかなとは思いますが、ただ先ほども申し上げましたが、まだまだやらなければならない目指すべきところはもっともっと高いところにあるということだと思います。更なる努力を求められるところだと思います。また、時々の情勢に応じて機動的に雇用対策を講じていくことも非常に重要であろうかという風に思います。
これらは本当に、労働局の皆様のお力もいただき、厚生労働省の皆様方にも大変ご理解を賜りまして、雇用関係対策基金について、おそらく全体額でも中四国で一番、全国的にも極めて高い水準の交付金の交付をいただくこととなりました。今後いろいろな情勢に対応した機動的な雇用対策というものをしっかりと進めていきたいと考えております。
これには様々な求人開拓に向けての取組、今回高校生の12月末時点での就職内定率が78.8％と前年同月の77.3％を上回っておりますが、これは、高い水準であった去年をさらに上回る水準となっているものです。それらは、求人開拓をしてきたことの一つの成果であろうかという風に思うわけでございまして、産業振興計画による底上げ、そして、雇用対策基金などを活用した機動的な対応、そして求人開拓というきめ細かな対応、こういう一連のものをしっかりと図っていくことで本県の雇用環境の改善にさらにつなげていきたいとそのように考える次第です。

是非関係各位、今後とも、一緒にともに取組を進めさせていただきたいと考えております。今後どういう対策を講じていくか本日この会議で話をさせていただき、今後の方針について、ともに認識を共有させていただきたいと思いますので、今日の本部会議、どうぞよろしくお願いいたします。
副本部長（商工労働部長）
ありがとうございました。

それでは、議題に入らせていただきます。

雇用情勢につきまして、これにつきましては、櫻井高知労働局長様から最近の雇用情勢についてご説明をいただきたいと思います。よろしくお願いを申し上げます。
【議題：１】雇用情勢について　資料１
高知労働局長）雇用情勢についてご説明させていただきます。
（資料１、１ページ）今、尾﨑知事さんからお話がありましたように、有効求人倍率は
0.62倍、全国は0.82倍という状況でございます。
（２ページ）平成10年以降の有効求人倍率と全国の完全失業率のグラフです。リーマンショックは平成20年9月ですが、有効求人倍率はリーマンショック以降右肩あがりで上がってきている状況が見て取れます。しかしながら全国の伸びに比べ、開きが生じてきているという状況でございます。
（３ページ）有効求人倍率の推移でございますが、平成3年頃がピークで0.74倍という状況でございます。これがバブル景気でございます。

平成14年から、いざなぎ景気がございます。平成14年から20年に一つの山がございますが、県内は全国の景気に追い付かず、なだらかな横ばい状況が続くという状態でございます。

そのあと、全国に追いつくという状況が見て取れます。

平成20年からの産業振興計画により、高知県の有効求人倍率が上がってきているとみて取れますので、ますますこういった形でご対応いただければと思います。

（４ページ）

　新規学卒者でございます。

高校生でございますが、内定率が12月の数字は、78.8％、全国の数字は11月でございまして75.8％、それに見合う高知の数字は70.1％ということで、若干低い状況です。
　　12月はそれを超えたという状況でございます。

　　未内定者252名に対する対応について、労働局では、きめ細やかな対応をしていきたいと考えております。

　（６ページ）　新規高卒者の求人数でございます。

　平成24年度の折れ線グラフですが、7月段階で、今年は、求人数がかなり高い位置から始まっています。これは、県内の企業さん方が早いうちに求人を出すということでございます。平成19年20年頃、残念ながら県内より県外の就職者数が増えた時期がございまして、それを受けて県内求人に力を入れて取組んでいただいた、あるいは県内企業さんがＤＶＤを作成し、県内の学校等に対して企業の良いところを示すような取組の表れと、有能な高校生を県外に持っていってしまわれるということから早期の求人提出ということで、右肩上がりになっております。

　
（７ページ）
求人数が増えておりまして、7月段階で就職希望を見ますと、高校生の県内就職希望者数がかなり多くなってきておりまして、そういった傾向がございまして、早めに就職内定される方が増えているというような状況でございます。
（５ページに戻っていただいて）
大学の卒業者の就職状況でございますが、12月末現在の内定率は61.3％でございます。全国は12月１日現在で75.0%、これは、全国112の学校を抽出した結果でございまして

比較は難しいのですが、高知県内の大学生の就職内定率は厳しい状況でございますので、これにつきましても、安定所でマンツーマンで指導していくという取組をしております。
（８～９ページ）
地域雇用創造事業実施状況でございます。
平成19年～25年までの地域雇用推進事業、各市町村の事業となっております。
パッケージ事業（地域雇用創造推進事業）、実現事業、24年度～　実践事業（パッケージ+実現事業）を実施しています。
このパッケージ事業でございますが、全国で19～25年までの間に174市町村のうち、高知県では19市町村が事業を実施しております。10.9%という高い比率でございます。
また、地域雇用創造実現事業に移行したところは全国84市町村に対して高知県では14市町村が移行しており、移行率は全国48.3％、高知県は73.8％ということで、雇用開拓のために移行していただいております。
パッケージ事業では、高知県では3100万～１億8000万円、3年間でございますが、国からの交付金等で事業を行っていただいております。地域雇用創造実現事業では、5300万から9800万で事業を行っていただいております。今年度から始まりました実践型地域雇用創造事業ですが、全国45市町村のうち4市町が高知県で実施していただいておりまして、金額として、3年間ですが、9600万～1億7000万、この事業は、単年度上限2億円、3年間、合計6億円でございますが高知県では、1億7000万円、3年間で事業計画を立てていただいて実施しているという状況です。
平成25年度は70億円で計画をしておりまして、2月15日に応募〆切がございまして、45件程度予定しておりますが、高知県内からも2地域から応募していただいておりまして、実現に向けてご尽力いただいております。そういった形で事業がすすめられた場合は、私ども高知労働局としましても最善を尽くしていきたいと考えております。
以上でございます。

副本部長（商工労働部長）
ありがとうございました。

只今の櫻井局長様のご説明にご質問はございませんでしょうか。
今後とも、どうぞよろしくお願いしたいと思います。

　

　それでは、議題２に入らせていただきます。の「平成２５年度雇用対策」につきまして、事務局から説明をいたします。
【議題：２】平成２５年度雇用対策について　資料２
（１）雇用対策の方針　　資料２　１ページ
事務局）平成２５年度雇用対策についてご説明いたします。雇用労働政策課長の西岡でございます。資料２の１ページ、「平成25年度　雇用対策の方針」をご覧ください。
平成20年9月のリーマンショックによる厳しい雇用状況を受け、平成21年度から雇用対策の方針として、緊急的な対応を中心に「県民の生活を守るための雇用対策」に全庁一体となって取り組んでおります。

県内の雇用情勢につきましては、さきほど櫻井局長様からご説明をいただいたとおりですが、このような改善基調をより確かなものとしていくため、平成２５年度も引き続き全庁一体となって取組んでいこうと考えております。
「県の雇用対策」といたしましては、中ほどにありますが、「働く場の確保・創出」と「円滑な就業の促進」という２本柱で進めていきたいと考えております。
具体的な取組としましては、その右にありますように、「あったか高知・雇用創出プランの推進」や、産業振興推進ふるさと雇用事業による支援、公共事業費の総枠確保、緊急融資制度の継続などに取組むことで、「働く場の確保・創出」を図ってまいります。

さらに、高校生の就職対策や、職業訓練の充実、高等技術学校の機能強化などに取り組むことによりまして、職業人として企業に求められる人材を育成し、円滑な就業の促進を図ってまいります。

また、雇用対策を進めていくうえでは、高知労働局の皆様との連携が必要不可欠と考えており、具体的な取組としましては、特に、高校生・大学生等の就職支援や、地域の主体的な雇用創出事業の展開、さらに「ハローワークジョブセンターはりまや」と「ジョブカフェこうち」の２つの求職者支援施設を国と県が一体的に運営する取組みを進めることなどで、密接な連携・協力を図っていきたいと考えております。

（２）平成２５年度の雇用対策の概要　　資料２　２～７ページ
　１）あったか高知・雇用創出プランの改定　　資料２　３ページ　
　事務局）2ページをご覧ください。
　「平成25年度の雇用対策の概要」について説明させていただきます。

　平成25年度の具体的な取組としましては、１．「あったか高知・雇用創出プランの推進」、２．「起業支援型地域雇用創造事業の推進」、３．「国と県の協定に基づくハローワークの一体的実施」、及び、４．「その他の取組」の4つに区分しています。

それぞれ次ページ以降の資料により、詳しくご説明させていただきます。

◇あったか高知・雇用創出プランについて(案)（資料２　３ページ）
　3ページ目をご覧ください。「あったか高知・雇用創出プラン」の新たな目標の設定について説明させていただきます。

このプランは、「県民の生活を守るための雇用対策」のうち、雇用対策基金を活用して、働く場の創出を図る緊急対策として実施しているものでございます。

これまで、平成21年度から24年度までの4年間で11,500人の雇用を目指して取り組んでまいりましたが、平成24年度までに12,474人の雇用が見込まれておりまして、目標達成は確実となっています。

このたび、国の平成24年度予備費を活用した経済対策といたしまして、重点分野雇用創出事業に16.1億円が高知県に追加配分されるとともに、実施期間が延長され、平成25年度末まで事業が実施できることとなりました。

また、平成24年度国の補正予算による経済対策としまして、新たに「起業支援型地域雇用創造事業」が創設され、19.1億円が配分されることとなり、平成26年度まで事業が実施できることとなります。

これによりまして合計で35.2億円の雇用対策基金を積み増すことができました。そこで、プランの期間を平成26年度まで延長しますとともに、追加配分による新たな雇用創出を反映し、新たな雇用目標を14,000人に設定して、取組を進めていきたいと考えております。

「あったか高知・雇用創出プラン」については以上でございます。

◇起業支援型地域雇用創造事業の概要（資料２　４～９ページ）
次に、4ページ目をご覧ください。

先ほど説明をいたしました「起業支援型地域雇用創造事業」の概要について、ご説明いたします。県への交付額は19.1億円が予定されています。

この「起業支援型地域雇用創造事業」は、依然として厳しい雇用情勢が続く中で、安定的な雇用の受け皿を創造していくことが喫緊の課題となっていることから、地域に根ざした事業を支援することにより、地域の雇用の受け皿の確保を図ることを目的としています。
事業の概要ですが、地域の産業、雇用振興策に沿って、雇用創出に資する事業を民間企業、ＮＰＯ法人等へ委託し、失業者を雇い入れて事業を実施し、事業終了後の雇用継続を目指すというものです。

また、支援対象（委託）の企業は、起業後10年以内の企業等となっており、民間企業のほか、ＮＰＯ法人、公益法人、協同組合、法人以外の任意団体等、事業を適切に運営できる団体であれば個人事業主も委託対象とすることが可能でございます。課題を抱えがちな起業後間もない企業の課題解決、例えば必要な人材の育成など、を行うことで、将来的に地域の雇用を支える潜在力を持つ企業の成長を促そうとする事業です。

また、支援対象企業の選定にあたっては、事業終了後も委託先で雇用が継続し、また委託先が将来地域の雇用の受け皿となり得る企業であるか否かについて適格性を判断するため、有識者の意見を聴取することとなっております。

　その他の要件といたしましては、雇用期間は１年以内ですが、「従前の基金事業の雇用期間は通算しない」とありますように、この事業で、これまで「ふるさと基金事業」や「緊急基金事業」で雇用された方を、今回再度雇用することも可能となっております。

　さらに、委託先の事業者が失業者を正規雇用化した場合には、１人当たり30万円の一時金を支給する制度や、事業終了後も1/2以上の雇用を継続した場合には、事業で得た収益の返還を要しないこととなっております。

　

　この事業につきましては、従前取組いただきました「ふるさと基金事業」に類似する部分もかなり多くございます。県としましては、「ふるさと基金事業」が平成24年で終了することを踏まえ、国に対する政策提言といたしまして、「民間企業などの事業立ち上げに際してのイニシャルコスト低減を図る事業の創設」について提案してまいりました。

今回創設されたこの事業は、かなりの部分で政策提言の内容が盛り込まれているのではないかと考えております。

　
次に5から9ページに、具体的な事業例を載せておりますので、時間の関係で詳しい説明は省かせていただきますが、具体的な事業のイメージをお伝えできるものと思われますので、ご覧いただけましたらと思います。
この事業につきましては、様々な分野での実施が可能となっております。土木・建設業以外の分野で、雇用の継続が期待できる事業でしたら、実施分野にほぼ制限が無いという風に考えていただいても構いません。
各関係団体にもこの事業を周知していただきまして、希望する企業からの提案等を広く受け入れる体制づくりをお願いしたいと思います。

また、事業の企画・立案に際しましては、特に、高齢者や障害者の方、女性などの雇用につきましても、特段のご配慮をいただければと思います。

この事業の実施にあたりましては、厚生労働省から「日本商工会議所」、「全国商工会連合会」、「全国中小企業団体中央会」に対して協力要請がなされております。　　

また、当課からもそれぞれの団体に対しまして、先日、協力要請をしておりますので、今後、事業の実施にあたって、必要な情報共有を図っていただき、事業の掘り起しをお願いしたいと考えております。

また、この事業につきましては、これまであまり雇用創出基金事業の委託先となっていない企業にスポットを充てることで、新たな可能性を開拓するという狙いもございますので、各部局の主管課の皆様にはプロポーザル方式の活用による事業の掘り起こしも併せて検討をお願いできればと考えております。

プロポーザル方式ですと、一定の期間が必要でございますので、想定されるスケジュール案なども当課から提供させていただいております。また募集要領のひな型なども、国の正式な要領に基づき、今後、お示しをさせていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　◇一体的実施事業による成果及び平成25年度計画について（資料２　10ぺージ）

次に、10ページをご覧ください。

今年度からの取組としまして、「国が行う無料職業紹介等の業務」と「県が行う若年者を対象とした職業相談、Ｕ・Ｉターンに関する相談業務等」について、県の意見を反映していただきながら、県と高知労働局が連携して業務を行う、「一体的実施事業」に現在取り組んでいます。

具体的には、帯屋町にある県が設置している「ジョブカフェこうち」とはりまや町にある国の「ハローワークジョブセンターはりまや」を一体的実施施設に位置付け、県と国がお互いの施設や取組にかかる情報を求職者に提供する等、相互に連携を図りながら求職者に対する支援を行っております。

この資料につきましては、左から、平成23年度に国の事業として実施した「ふるさとハローワーク事業」の実績、真ん中が今年度から実施している「一体的実施事業の目標及び実績」、そして一番右が来年度の「計画」をまとめたものでございます。

資料の目標値については年間のものとなっていますが、実績は各年度の12月末時点での数値で比べています。

　また、平成24年度については、新たな取組ということで、かなり高めの目標を設定し、取組を進めています。

平成24年度の実施状況について簡単に概要をご説明させていただきます。

「ジョブカフェこうち」では、来所者数及び相談件数は前年同月比で若干減少しておりますが、就職者数は昨年同時期で587人であったのに対して849人となっており、約1.5倍に増加しています。

また、「ジョブカフェこうち」におきましては、仕事体験講習を実施しております。これは、求職者が短期間企業に入って実際の仕事を体験することで企業との相互理解を深めて早期就職に繋げることを目的とするもので、受講者数、就職者数、就職率の全てが前年同月を上回っており、就職につながる効果が増しております。

また、地域の求職者の就職支援を目的として、高知労働局が民間企業に委託して実施している事業におきましても、キャリアコンサルタントの増員及び面接会や相談会の開催回数を増やす等、内容の充実を図ったことにより、就職者数の増加につながる等の取組が行われております。

一方、より効果を高めていきますためにも、本年度の取組を改善していくことが必要なものもあります。

例えば、「ハローワークジョブセンターはりまや」内に設置しているＵ・Ｉターン相談コーナーは、現在、第１、第３水曜日に開設しておりますが、より多くの方に利用していただく機会を提供するため、来年度からは相談コーナーを毎週開設する予定です。

今後は、さらに利用者の方々の様々なニーズにきめ細かく応えるために、県の「産業振興計画」や「日本一の健康長寿県構想」と連携した一体的な雇用創出の取組など、引き続き高知労働局の皆様と連携しながら取組を進めてまいります。

◇高知県新卒高卒者県内・県外就職者数推移（資料２　11～12ページ）
続きまして、11ページをご覧ください。

グラフは県内の新規高卒者の県内外の就職者数及び求人数、県外就職率の推移を示したものです。

新規学校卒業者については、卒業しても6月まではハローワークにおいて就職支援を行っており、卒業年の6月末まで就職状況等の集計を行っていることから、平成24年3月卒業生までは、卒業年の6月末の数値を使用しています。平成25年3月卒業生については、現時点で最新の数値である昨年12月末の数値を使用しています。

　先ほど労働局様からのご説明にもございましたように、求人数につきましても非常に多くのものをいただいております。その中でも県内就職者数についても、非常に多く伸びているのではないかと考えております。なお、今年度の県外就職率が若干上昇しておりますが、例年、これから6月にかけて県内就職が増えますので、数字はもう少し下がる見込みであると考えております。

　

　次に、12ページをご覧ください。

　平成25年度の高校生・大学生等の就職支援についてご説明いたします。
　

高校生の県内就職については、対応方針等これまでの方針を引き続き取組んでいきたいと思っております。

詳しい説明は、省かせていただきます。
　以上で資料２「平成２５年度　雇用対策」についての説明を終わらせていただきます。
副本部長（商工労働部長）
事務局から説明をいたしました内容について、ご意見ご質問がありましたら、よろしくお願いいたします。
　特に説明で重点をおきました起業支援型地域雇用創造事業につきましては、内容もお聞きいただきましたとおり、現在県内全域で進めております産業振興計画のうちのプロジェクトで、起業されて間もない方、また、起業されようという方にとって、非常に使い手があるものだと考えております。是非、部局でご検討いただきまして、有効活用、積極活用をよろしくお願いしたいと思います。
　特にご意見はございませんでしょうか。

　続けて恐縮ですが、一体的運営につきましては、今日、櫻井局長様にいらしていただいております。非常に効果をあげておりますので、これにつきましても前向きに積極的にやらせていただきたいと思っております。いろいろと相談させていただきながら、実施していきたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。

　それでは、事務局の説明に対してよろしゅうございますでしょうか。

　本日の議題は以上となっております。
　本日の議題は、全て終了いたしました。

　最後に本部長であります知事の方から、ご発言をお願いいたします。

本部長（知事）
本県の雇用情勢の改善基調をより確かなものとしていくために、まず引き続き「産業振興計画」を全力で取組んでいただきたいとそのように思います。また、併せまして日本一の健康長寿県構想こちらも需要に対応する供給面、体制をしっかり整えていくことによって雇用を生んでいく取組だと考えております。是非、こちらの取組もしっかりと進めていっていただきたいと思います。

併せまして、あったか高知・雇用創出プランをしっかり進めていく。

「起業支援型地域雇用創造事業」を着実に実施していくことが非常に重要であろうかと思います。こちらについて、県内の企業を支援して地域における継続的な雇用創出をする取組となるよう、各部局の皆様には、事業の企画・立案、実施に向けて、強力に取組んでいただきたいと思います。

また、国から４月～６月の早期事業開始を強く求められているということだそうですので、広く委託先や委託事業を募集するためにも、プロポーザル方式を活用するなど、企業の成長支援と雇用創出に繋げていただくよう取組んでいただきたいと思いますのでどうぞよろしくお願いします。
副本部長（商工労働部長）
以上で平成２４年度雇用対策本部会議を終了したいと思います。
ありがとうございました。
■議題


１．雇用情勢について


２．平成２５年度雇用対策について








